
 

 

 

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付け変更に伴う 

市立小中学校の対応について 

 

 国の新型コロナウイルス感染症対策推進本部において、新型コロナウイルス感染症の

感染症法上の位置付けが、令和５年５月８日から５類感染症（季節性インフルエンザと

同類）に変更されることが決定されるとともに、今後の基本的感染対策の考え方が示さ

れました。 

このことを受け、令和２年３月以来１２回にわたる改訂を重ね運用してきた市の「新

型コロナウイルス感染症拡大防止に対応した学校運営ガイドライン」を廃止し、多様で

豊かな体験の中で子どもが学べる学校環境を目指し、以下の考え方に基づいて、学校の

諸活動を進めていただきますようお願いいたします。 

 

１ 基本的な感染対策 

これまで求めていた感染対策 ５月８日以降の考え方 

※マスクの着用については４月１日以降の運用と同様 

マスクの着用 個人の主体的な選択を尊重し、着用は個

人の判断に委ねることを基本とします。 

手洗い等の手指衛生 新型コロナの特徴を踏まえた基本的感染

対策としては引き続き有効であるため、

国の通知※に基づき状況に応じて対応す

ることとします。 

換気 

「三つの密」の回避、人と人との距離の

確保 

  ※「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル（2023.5.8～）」を指す 

 

２ 現在行われている対応と今後の考え方 

現在行われている対応 ５月８日以降の考え方 

検温、健康観察、健康観察カードの確認 

一律に対応や制限を求めることはしませ

ん。 

消毒 

各教科等での対応 

給食等の食事をとる場面での対応 

登下校での対応 

修学旅行（宿泊行事）での対応 

  ※ 状況に応じて必要な対応をとること。（流行期など） 



 

 

３ 陽性者の出席停止の期間について 

これまでは「発症から７日間」を出席停止期間と定めていましたが、５月８日以降は

次のとおり「発症から５日間が経過し、かつ症状軽快後１日を経過するまで」となりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）無症状の場合は検体採取日を０日目とする。 

 

 ※ 新型コロナウイルス感染症に罹患した場合は、法律に基づく外出自粛は求められな

い。しかし、特に発症後５日間が他人に感染させるリスクが高いことから、発症日を

０日目として５日間は外出を控えることを推奨する。 

※ ただし、発症翌日から５日間が経過しても症状がある場合には、症状軽快後２４時

間が経過するまでを出席停止期間とする。 

 ※ 発症後１０日間を経過するまでは、ウイルスの排出の可能性があることから、マス

クの着用を推奨するものとする。 

 

４ 濃厚接触者への対応について 

 ５月８日以降は保健所から新型コロナウイルス感染症の濃厚接触者として特定される

ことはありません。また、濃厚接触者として法律に基づく外出自粛は求めないことか

ら、これまでのように一律に出席停止の扱いにはなりません。陽性者との最終接触日か

ら少なくとも５日間は健康観察を推奨します。 

 

５ その他出席停止等の扱いについて 

保護者から感染が不安で休ませたいと相談のあった児童生徒等については、生活圏に

注 
注 

出席停止期間は５日を超える    

場合もある 



 

 

おいて感染経路が不明な患者が急激に増えており、同居家族に高齢者や基礎疾患がある

者がいるなど、合理的な理由があると校長が判断する場合には、指導要録上「出席停

止・忌引等の日数」として記録し、欠席とはしないなどの柔軟な取扱いも可能です。そ

の判断に当たっては、児童生徒の学びが保障されるよう配慮することとします。 

 

６ 感染が広がった場合における対応 

次のいずれかの場合は、市教育委員会（以下「市教委」という。）に臨時休業の実施の必

要性について相談し、学級単位、学年単位又は学校全体の臨時休業を市教委が判断します。 

⑴ ＊１感染可能期間に、感染者と接触があった集団の中で、＊２校内感染が疑われる感染者

または＊３有症状者が概ね＊４２０％確認された場合 

⑵ 有症状者発生から３日間に、有症状者と接触があった集団の中で、＊２学校内感染が疑

われる感染者または＊３有症状者が概ね＊４２０％確認された場合 

⑶ 上記⑴、⑵において、２０％未満であっても感染が拡大する兆候が見られる場合 

 （一度に、複数の子どもが不調を訴える。複数の子どもが早退する等の状況） 
＊１感染可能期間は発症２日前から数えて７日間とする。 
＊２部活動等の学校外の活動による感染も含むものとする。 
＊３有症状とは、普段にはない鼻水や発熱、のどの違和感や痛み、腹痛等の症状とする。 
＊４少人数学級等においては、学校長と市教委の相談協議により判断する。 
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